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. 緒 言
建築設備耐震対策が具体的に活動されたのは，1978
年 6 月宮城県沖地震の発生が契機となった。当時筆者
は，その地震発生直後の現地調査を行った。これを機会
とし，学会等での設備耐震対策等において活動してい
る。既に25年前からであるが，現在2004年度において
も，◯土木学会・日本建築学会共同研究による「東海地
震等巨大災害への対応特別調査委員会（総予算4,000万
円）」の「避難計画小委員会」，◯日本建築学会「鋼構造
変形限界設計小委員会」，◯ JASO 耐震総合安全機構
「耐震総合安全性指針作成委員会」，◯空気調和・衛生工
学会「安全・防災委員会」，◯同工学会「設備耐震対策
分科会」，◯同工学会「あと施工アンカー規格作成小委
員会」，◯その他 WG 作業部会 4 部会，◯設備耐震対策
の指導者として，JASO 耐震総合安全機構（NPO）理
事，◯日本建築設備技術者協会理事（設備耐震担当），
等で調査研究，執筆活動等を行っている。本資料は，建
築設備耐震対策・安全性能についての指針作成時の要
点，経緯，現状での研究活動の最前線での諸問題につい
て述べる。ここでは「技術資料」とする。
. 建築設備耐震設計・施工指針年版（初版）
の作成
日本における地震災害で顕著な地震例を，1980年
（明治 3 年）以後について述べる。1880年 2 月28日横浜
地震（M＝5.9）では，大地震災害に至らなかったが，
この横浜地震を最初の機会としてとらえ，日本地震学会
の発足をみた。1891年（明治24年）10月28日濃尾地震
（M＝8.0）は愛知を中心として死者7273名，負傷者
17,175名，建物全壊142,177戸，半壊80,184戸と大災害
を受けた。主に，当時近代的とされた煉瓦造り建築や橋
りょう（梁）が全滅に近い損害を被った。建築設備関係
は建築全体に占める割合が少ないこともあり，設備被害
は示されていない。これを機に文部省内に震災予防調査
会が創立された。これにより物理学と工学の両分野での
研究が進められた。
1923年 9 月 1 日関東大震災では主に焼失447,000戸
余，全半壊254,000戸に及ぶが，建築設備の被害には特
記がない。1948年 6 月28日の福井地震では市内の RC
造建物など全壊36,184戸，半壊11,816戸に及び主に建築
構造対策に併せ震度 7 の激震のランクが付け加えられ
た。この時点では建築構造強化対策が主力であった。
1964年新潟地震（M＝7.5）においては，砂質地盤の液
状化・流動化により，RC 中高層アパートの倒壊が生じ
基礎構造部強化につながった。建築設備も被害は部分に
生じたが，耐震対策へ具体化するに至らなかった。
1968年（昭和43年）十勝沖地震（M＝7.9）の被害は
建築構造の柱造形式，特に壁面の少ない学校建築等の柱
部鉄筋補強につながった。設備上の被害は，地方都市の
ことがあり散見する程度であった。しかし耐震構造にお
いて，十勝沖地震の被害例をも参考とし，のちの1981
年 6 月 1 日新耐震設計法施行へとつながった。
1978年（昭和53年 6 月12日）仙台市を中心にして発
生した宮城県地震（M＝7.4）では，全半壊1,183戸，道
路・交通網に被害が生じた。特に都市機能に必要とする
都市インフラ（電気・ガス・水道）には大きな被害と併
せ復旧に時間を要した。さらに建物機能に必要とする建
築設備には，直接・間接に被害が生じ，建物と都市に相
当期間のマヒ状態が生じた。筆者は，大澤 宏（元関東
学院大学教授）らと共に，2 日後現地入りし，特に建築
設備災害の実状を調査し，学会等に調査報告を行った。
仙台市を中心として被害が生じた1978年宮城県地震
調査直後，建築設備耐震対策は，空気調和・衛生工学会
として，社会的に必要であると判定し，会長直割の「建
築設備耐震設計委員会（委員長，木内俊明）」を発足さ
せた。筆者はこれを機会に現在までも設備耐震対策・安
全性能に関与し，調査研究に励んでいる。前述の工学会
の設備耐震設計委員会での調査研究と併行して，日本内
燃力発電設備協会「自家用発電設備の耐震設計指針（案）」

表 1847年～1995年 兵庫南部地震の間の M＝7.0以上の地震と被害概要
年 月/日 地震 M 死者 地震原因 被害の概要
1943 9/10 鳥取 7.2 1083 内陸の活断層 鳥取市中心。鹿野と吉岡に断層
1944 12/7 東南海 7.9 1223 南海トラ 静岡，愛知，三重。津波被害あり
1946 12/21 南海 8 1330 南海トラ 中部以西の各地。静岡～九州に津波
1948 6/28 福井 7.1 3769 内陸の活断層 全壊36184，半壊11816，焼失3851
1952 3/4 十勝沖 8.2 28 日本海溝 北海道南部，東北北部
1964 6/16 新潟 7.5 52 日本海溝 新潟，秋田，山形，噴砂水，道路。津波
1968 5/16 十勝沖 7.9 52 日本海溝 青森を中心に，東北，北海道南部。RC 造被害
1978 1/14 伊豆大島近海 7 25 その他のプレート内 前震活動あり
1978 6/12 宮城県沖 7.4 28 日本海溝 全壊1183，道路損壊，山崖崩れ，建築設備被害大
1983 5/25 日本海中部 7.7 104 その他のプレート内 秋田県中心，道路・JR 線路，津波
1993 1/15 釧路沖 7.8 2 その他のプレート内 釧路で震度 6，深さ103 km
1993 7/15 北海道南西沖 7.8 230 その他のプレート内 寿郡，江差で震度 5，津波10 m を超える
1994 10/4 北海道東方沖 8.1 ― その他のプレート内 釧路で震度 6，北方四島
1994 12/28 三陸はるか沖 7.5 2 日本海溝 八戸で震度 6，建物崩壊ある
1995 1/17 兵庫県南部 7.3 6430 内陸の活断層
震度 7，建物（木造，RC 造等）崩壊，道路，JR 高架橋など崩
壊。住宅全半壊24万戸以上，全半焼6000戸以上，不明 3，傷 4
万以上
2000 10/6 鳥取県西部 7.3 ― 陸域横ずれ断層（活断層） 震度 6 強，傷182，住家全半壊3532
2001 3/24 芸予 6.7 2 プレート内部の正断面型 傷288，住家全半壊844
出典平成16年 4 月 理科年表を参照した。
国 士 舘 大 学 工 学 部 紀 要 第38号 (2005)
の作成（委員会委員として），空気調和・衛生工学会，
耐震設計委員会，作業部会「インサート，あと施工アン
カーの引き抜き力確認試験（部会長，筆者）」は，後の
日本建築センター「建築設備・耐震設計・施工指針
1982年版」の，アンカーボルト等の許容引き抜き力値
に資料として提供した。
1979年（昭和54年）日本建築センター「建設省委託，
建築設備の耐震設計・施工指針（原案）検討調査研究」
を審議，ここでは機械設備，電気設備，昇降機設備，医
療関係設備の分科会により検討し，耐震対策の基本事項
を作成（委員会委員として）した。ここでは，1978年
宮城県沖地震での応答加速度として，東北大学の校舎屋
上において，1,040ガルを記録，この丘陵地での地表加
速度は260ガル，仙台市東部の軟弱地盤地区では320ガ
ル，仙台市内の第一種並み地盤では200ガルを示した。
建築設備用の標準設計震度として，地階・1 階では
0.4，屋上では1.0，中間階では直線補正することで，構
造・安全防災・建築設備の関係委員（筆者は委員）とし
て合意をみた。さらに，建物用途による重要度割増率を
1.5（用途係数）を採用し，1 階で0.6，屋上では1.5の震
度を採用した。これが，後の日本建築センター刊「建築
設備耐震設計・施工指針1982版」として，建設省にお
ける行政指導書として，地震入力値を確定し，方向づけ
を行った。
自治省消防庁予防課では，建築設備として取り扱われ
る消防用配管・ポンプ等について，その耐震安全性能を
確証することから，1979年（昭和54年）より，「消防用
設備等耐震性能等調査委員会」（筆者，委員）を設置，
筑波の建設省建築研究省において，構造体実物大地震破
壊実験等を含む，配管の実物大強度試験を行った。ねじ
継手と溶接継手の構造体破壊時（変形角約 1/80）にお
ける発生応力等の確認試験等と危険物に使用される金属
管継手の変形性能確認試験，その他の事項の調査を報告
書として昭和55年にまとめた。
1982年（昭和57年）日本銅センター「建築設備用銅
配管耐震設計委員会（筆者は委員会幹事）」では，銅配
管の耐震設計資料の収集や建研においての銅配管類実物
大加振実験により銅配管の耐震安全性能の確証のための
試験等を行った。これらの結果を得て，銅配管関係の耐
震資料が，日本建築センター刊「建築設備耐震設計・
施工指針1984版」（筆者，委員として参加）の改訂版に
組み入れられ，1995年 1 月17日の兵庫県南部地震によ
るその後の指針改訂まで，建築設備耐震設計・施工指針
として有効に耐震対策の上で寄与された。
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表 建築設備耐震性能における機能確保のグレードと内容（例)
設備耐震性能
機能確保の分類 機能確保の有無
大地震動後の
設備機能の目標
中地震後の
設備機能の目標 備 考
S グレード
◯原則として機能確保する。 ◯局部的に軽損被害は発生
するが，大きな補修をす
ることはない。
◯必要な設備機能が建築用
途の機能に併せて相当期
間継続できる。
◯主要機器等の点検は行な
う。
◯原則的には被害は生じな
い。
◯設備機能は継続できる。
◯必要に応じて，主要機器
等の点検は行なう。
◯人命の安全確保及び二次
災害の防止が図られてい
る。
A グレード
a
◯限定した特定の主要機器
に対して原則として機能
確保する。
◯局部的には中損の被害が
発生するが，長期間にわ
たる大きな補修を行なう
ことはない。
◯限定した特定の設備にお
いて，必要な設備機能
が，建築用途の機能に併
せて相当期間継続できる。
◯限定した特定の主要機器
等の点検は行なう。
◯局部に軽損の被害が発生
するが，大きな補修をす
ることはない。
◯限定した特定の機器では
必要な設備機能が確保で
きる。
◯特定の主要機器等の点検
は行なう。 同 上
b
◯大地震動に対して機能確
保は行なわない。
◯中地震動に対しては機能
確保ができる。
◯上記 A グレード a 以外
では設備機能確保の配
慮は行なわない。
◯原則的には大きな補修を
することなく，大部分の
設備機能が確保できる。
B グレード
◯原則として機能確保はで
きない。但し中地震動で
はおおむね機能確保がで
きる。
◯機器・配管等では重損の
被害が発生すると想定さ
れる。
◯設備機能確保はほとんど
の範囲において難しい。
(機能確保ができない）
◯軽損の被害が発生する。
◯大きな補修をすることな
く，設備機能の確保は継
続できる。
◯主要機器等の点検を行な
う。
同 上
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. ｢建築設備耐震設計・施工指針年版」の基
本的要点
本節は，設備耐震・指針1984年版の主旨ではなく，
指針作成に委員会委員として活躍した筆者として，指針
作成上の基本事項に関する要点を述べる。
本指針の行政上取り扱う省庁は，当時の建設省（現国
交省）である。建築設備の項目内容は，建基法（第 2
条）に示されている。しかしこの第 2 条では，消火設
備（前自治省管轄），電気設備（主に前通産省管轄）お
よび設備機器類（前通産省管轄）については前建設省管
轄ではない。したがって，設備（電気も含む）機器本体
の強度については本指針で取り扱っていない。あくまで
据付ジョイント部，及び支持ジョイント部である。
設備機器の据付ジョイント部に加わる設備用標準震度
（Ks）の値（水平地震力）として，地階・1 階部分では，
仙台市内の第 2 種地盤の相当の地震力に相当する。例
えば，東北大学キャンパスでの地震計測器の値が300ガ
ル相当であったことにより，300ガルの地表加速度のと
き，建物構造体への地震応答加速度として，共振する場
合も考慮し，地階と 1 階の床等への水平地震加速度を
400ガル相当（0.4 G）とした。さらに，最上階・屋上・
塔屋に対しては，東北大学の屋上における震度計が1.0
G を示したこと，これを参考として最上階以上の上部の
設計用震度は1.0 G とした。地階・1 階の震度0.4と最上
階以上の震度1.0の値は，通常用途の建物である。建築
構造では，1968年十勝沖地震の建築構造上の被害の経
験をもとに，重要性の高い用途の建築に対しては，原則
として1.5倍の地震力を考慮していた。建築設備の耐震
対策上の重要性の高い用途建築に対して1.5倍とした。
防振装置を据付部に取り付けた場合，建築床部の応答地
震の一次固有振動数（fb）に対して，設備機器の一次固
有振動数（fm）に対する比率が0.3こえ2.0の範囲では，
共振現象により，最大値2.0倍とした。これは共振現象
であっても，fb および fm ともランダム波によるため，
共振による倍率は頭打ちとした。設備機器本体の固有振
動数について，タンク類に相当する剛体の場合，7～12
（Hz），防振支持のある機器では0.5から 4（Hz）程度と
固有振動数に幅がある。建物側の 4～6 階建て（RC 造）
の固有振動数が1.6～2.5 Hz としてみれば，この建物固
有振動数 Hz 値をはずすことが望まれ，これにより共振
による応答倍率は，1.0～1.2程度に納まることも判った。
設備機器据付上で重要な点として，あと施工のアン
カーボルト類がある。アンカーボルトをコンクリート基
礎に固定したとき，アンカーボルトの種類・形状・施工
方法等により，許容引き抜き力が異なる。L 型はボルト
表面の摩擦力のみの耐力であるので，最も値が低い。J
型も深い埋め込みの場合はよいが，短小ボルトの場合
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表 建築物の用途（例）と機能上のグレード分類（例)
分 類 建築物の用途（例) 活 動 内 容 耐震安全性の機能上の分類
災害応急対策活動等に必要な
施設及び人命・物品の安全性
確保が特に必要な施設等
イ）消防・警察・特定の病院及
び特定の行政機関等の公共
施設
ロ）危険物等保管処理施設
ハ）社会的に影響の大きい超高
層ビル等
ニ）インフラ・ライフライン等
供給・処理施設
ホ）民間企業の特定する中枢施
設
イ）災害時の情報の収集
ロ）災害復旧対策，治安維持
ハ）被災者の救難，救助等
ニ）重要とするライフライン維
持
ホ）重要とする社会活動維持
S グレード
上記以外の災害応急対策活動
等に必要な施設及び人命・物
品の安全性能確保が必要な施
設等
イ）B グレードよりグレードア
ップを必要とする特定され
た公共施設
ロ）病院等医療施設
ハ）情報・金融等社会的に重要
な機能を持つ施設
ニ）重要な文化施設等
ホ）機能確保を必要とする特定
の施設等
イ）上記活動に準じた活動
ロ）特定してグレードアップを
必要とした活動
A グレード
つぎのイ），ロ）がある。
イ）機能確保を必要とした場合
を「A グレードa」とする。
ロ）機能確保を必要としない場
合を「A グレードb」とす
る。
その他 イ）一般の特定しない官公庁施
設
ロ）一般の建築物
イ）通常の建築上の機能を有
し，通常に活動されてい
るもの
B グレード
イ）大地震動では機能確保はで
きない。
ロ）中地震動では通常並みに機
能確保ができる場合。
国 士 舘 大 学 工 学 部 紀 要 第38号 (2005)
は，ヘット付ボルトが最も確実である。箱抜式（あと施
工・埋め戻し式）では，あと打ちコンクリートと基礎部
との密着の程度が施工上バラツキが多い。大型水槽では
ドリル孔に接着係あと施工アンカーにより固定すること
が多くなっているが，アンカー部支持部の施工に関し
て，施工上の危険率も考慮して許容引き抜き力を資料と
して示した。特にあと施工アンカーは，めねじ型とおね
じ型を区別し，それぞれに許容引き抜き力の値を明示し
た。めねじ型とおねじ型のあと施工アンカーがあること
を設計者，施工監督者，施工者とも，この時点で認識
し，許容引き抜き力の値の差を知ることとなった。しか
しこの時点では，建築構造，土木構造等に使用される多
くの種類から，建築設備に使用している限定した種類
を，多くの技術者は知識として持ち合わせなかった。現
在（2004年）では，めねじ型（金属拡張型）あと施工
アンカーでは「内部コーン打ち込み式」を，おねじ型
（金属拡張型）あと施工アンカーでは，「スリーブ打ち込
み式」と「ウエッジ式」の計 3 種類が100近く採用さ
れており，口径も M10, M12, M16（めねじ型は M10,
M12）である。これらは「建築設備用あと施工アンカー
検討研究会」（1997年発足委員会，木内俊明）の調査研
究とさらに2001年に空気調和衛生工学会，「建築設備用
あと施工アンカー規格作成小委員会」（主査，木内俊明）
により，2004年度に学会規格として理事会へ提出して
おり，2005年度中には規格化される。
設備機器据付用に，一般に，コンクリート基礎を，構
造体の床スラブに構築する。本指針以前はべた基礎，は
り形基礎，独立基礎とも，構造床スラブとの接合部のジ
ョイントは特に考慮してなく，そのため特に屋上部では
離脱，移動の被災現状をみた。指針では，コンクリート
基礎部底部の床コンクリートとの付着による摩擦力は f
とし，重量のみにて計算すると，アンカーボルト（ダボ
筋，つなぎ鉄筋等）の補強を必要とすることを指針で明
示した。
耐震ストッパは防振装置付の場合，地震力によって機
器が移動・転倒を防止するための装置である。本指針以
前では，通常の建築設備機器には100採用されていな
かった。仙台市内の高層ビルの上層階機械室に設置され
ていたポンプ類（防振装置付）は100転倒等により被
災したが，これは耐震ストッパが採用されていなかった
ことによる。公的機関の重要度の高い用途に用いる機器
（防振装置付）においても，耐震ストッパの採用がない
ものが50程度であった。1982年における指針では採
用することとした。
配管の耐震設計・施工上，重要な事項は，耐震支持材
を設けることと，変位吸収管継手により，配管の変位を
耐震的に保持することである。耐震支持材は配管の変位
をできるだけ小さく保持するためのものであり，変位吸
収管継手は，配管の変位を可撓管として吸収する接続継
手であるが，これにより地震力による配管への耐震性を
保持する。これらも，本指針により明示された。

表 地震の大きさと耐震性能グレードによる機能上の被害
気象庁震度階級 4 5 弱 5 強 6 弱 6 強 7
地表加速度（参考)
（2 種地盤の標準地盤のとき) 25 80 150 250 330 400 500[ガル]
地震の大きさ ← 小地震 →|← 中地震 →
← 大地震 →
)(巨大地震)*
再来予想表現 度々起きる たまに起きる まれに起きる ごくまれに起きる
再現期間 10年 20年 30年 50年 100年 200年 500年 1000年
発生確率［] 99.5 82 64 39 22 10 5
機能上の
被害(例)
S
グレード
構造躯体
建築非構
造部材
建築設備
無被害 無被害
無被害 軽損 中損 重損あり
軽 損 軽 損
中 損
(条件付で軽損)
重 損
(条件付で軽損)
A
グレード
構造躯体
建築非構
造部材
建築設備
無被害
無被害 軽 損 中 損 重損あり ×
軽 損 軽 損
中 損
( 機能確保むづかしい)
中 損
( 機能確保むづかしい)
×
B
グレード
構造躯体
建築非構
造部材
建築設備
無被害
軽 損 軽 損 重損あり × ×
軽 損
中 損
( 機能確保むづかしい)
重損あり
× × ×
備 考
条件付構造本体を免震構造等の方法による場合。
軽 損軽微な損傷で，大きな補修をすることなく，機能確保の復旧ができる。
中 損機能上の被害が中程度であり，専門技術者により補修する。そしてある程度の補修期間を必要と
する。
重 損構造躯体では「大破あり」に相当する。建築設備では被害が大きく，機能復旧が困難なことが多
い被害。表中建築設備では，×印を付けた。「重損あり」は「重損」よりやや少ない被災率とす
る。
注 意S, A の建築設備の損傷程度の表現は，グレードに応じて耐震対策を行った建築設備についてを対
象に示す。
引用文献NPO 耐震安全総合機構の耐震安全指針を参考とし，建築設備を付記した。
建築設備の耐震安全性能の確立
. 年兵庫県南部地震による建築設備被害の
要点
阪神・淡路大震災における建築設備被害と基本対策に
関しては，本学，理工学研究所報告第 8 号（平成 7 年 9
月）28頁～44頁に記載した。これによって，被害の概
要は 8 割程度理解できる。これに関する引用文献はそ
の巻末に示すが A1 から A27，参考文献は B1 から
B11に示す。阪神淡路大震災発生（1995年，1 月17日
5 時46分）の後，空気調和・衛生工学会，災害調査対策
委員会（委員長，木内俊明）では，災害調査団を結成
（40余名），被災 1 ヶ月後に，3 グループに分かれ調査し
た。神戸市中央区山手通 7 丁目，神戸海洋気象台での
地表最大加速度818ガル（NS），最大鉛直加速度322ガ
ル，最大変位18 cm の記録は地震観測史上，最大級の強
さであった。
建築設備にも多くの被害をもたらしたが，1984年版
の建築設備耐震設計・施工指針にしたがって良好に設
計・施工された場合の被災率は，明らかに，それ以前の
設備に比べ激減しており，指針としての有効性が認めら
れている。阪神・淡路大震災の場合，地区による震度階
の大きさの相違，地盤の軟軟性等により被害率は異なる
が，5から一部25に及んだものも見受けられた。次
に各設備の被害が顕著とされる（20～25程度）例
を述べる。
◯防災設備の被害で，大きな被害を受けた設備は，防災
関係の水槽本体，スプリンクラーヘッドとその周辺の配
管，配管の一部と，消火ポンプ吸込部のフート弁である。
◯給排水・衛生設備の被害で大きいとされる事項（20
～25）は，衛生設備全体を通じて，空調設備（中被
害），電気設備（中被害），消火設備（小被害）より大で
あり，後述のエレベータ設備（大被害，20～25程度）
と同程度である。水槽類（屋上部），電気温水器，配管
の敷地埋設部及び建物導入部（ガス配管を含む）である。
◯空調設備の被害が大とされる事項は，ビルマルチエア
コン屋外機，床置 FCU や PAC（パッケージエアコン）
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表 建築設備の耐震安全確保の措置（例)
（主として機能確保適用の場合）（凡例◎印 原則として採用，○印 採用が望ましい）
設備区分
適 用 項 目
S グレード A グレード
備 考大 地 震
（巨 大 地 震)
各
設
備
共
通
1 主設備機械室の低層化配置 ◎ ○
建築意匠系及び構造系と
打合せ必要。
2 重量機器の低層階と床置配置（高層水槽不採用等） ◎ ○
3 屋上配管の回避（床下配管設置）（最上階天井部配管等） ◎ ○
4 重要用途室内上部配管の回避 ◎ ○
5 建物エキスパンションジョイント部，通過配管の低層化設置 ◎ ◎
6 重要機器の複数分割・予備機設置（設備システムと同様の配慮） ◎ ○ ―
レベル 1 2 3
日程以上 7 3 半日
7 自立性確保（例）
◯発電機燃料備蓄
◯入水槽用水確保
◯熱源機器用燃料備蓄
◯その他
レベル 1, 2
として
レベル 1, 2
として
都市規模により必要な機
能継続日数異なる。
◎ ◎
8 機器本体強化
◯槽類・冷却塔
◯主要機器類等
◎ ◎ 機器メーカーとの打合せが必要。
9 建物導入配管の可とう継手設置（簡易トレンチ形状も考慮） ◎ ◎
10 屋外・湿潤部に SUS ボルト・ナット設置（防錆対応措置） ◎ ◎
11 コンクリート基礎を構造躯体と一体化 ◎ ◎
12 重要機器はコンクリート基礎に固定設置（防振付機器の不採用） ◎ ○
13 設備機械室・電気室への浸水防止措置 ◎ ◎
14 二次災害防止措置 ◎ ◎
15 天吊機器の斜め材付耐震支持材設置 ◎ ◎
各設備種目に対しては，省略した。
国 士 舘 大 学 工 学 部 紀 要 第38号 (2005)
等，屋上の補助水槽及び冷却塔，屋上横走り配管，建物
導入部配管，ダクト付属の制気口類である。
◯電気設備の被害が大とされる事項は，架空引き込み部
の引き込み設備，引き込み設備の外構部，受電設備の基
礎・架台，動力配線配管，照明器具全体，特に吊り金具
付照明器具と埋め込み照明機器である。
◯昇降機についてみれば，被害が大とされる事項は，
ロープ・制御ケーブル，レール，カウンターウェイト，
昇降路及び三方枠となっている。
新耐震設計法（設備関係では1981年 4 月の指針の発
行）以前に建設された建物のうち，耐震改修を行ってい
ない場合，経年的に50程度が存在し，耐震未改修で
あったための被災が目立った。このことは，平成 7 年
春の調査，すなわち，「官庁施設の総合耐震計画標準検
討委員会」（機械設備分科会主査，木内俊明）の現地建
物被害調査によると，耐震指針発行前と後とでは，明ら
かに被害率が顕著に表れていた。建築設備の被害の特徴
等の実例も参考とし，又地震入力の大きさ等の検討もふ
まえて，「建築設備耐震設計・施工指針1997年版」の改
訂版が発行され，現在の行政指導書である。
. 「建築設備耐震設計・施工指針年版」（改
訂版）の基本的要点等
阪神・淡路大震災の建築設備の被災状況も考慮し，耐
震性の目標程度の選択の幅を広げ，建物用途との関連性
を考慮し，前指針（1984版）の見直し・改訂が行われ
た。改訂の要点を次に示す。（筆者，改訂委員会委員）
◯対象とする建築構造物は，S 造，SRC 造および RC
造とする。（木造は対象外）
◯防災拠点施設等防災救助活動施設は“耐震クラス S”
として据付部の強化を図る。
◯通常の地震力計算では，局部震度法による。
◯動的構造計算を行う予備計算では，構造計算規定に準
拠する。
◯免震構造建築の鉛直震度は，通常は設計標準震度の 1
/2 とする。
建築設備の耐震安全性能の確立
◯配管支持材選定上で，“耐震クラス S”に対応した
“SA”種を加えた。
◯立て配管では層間変形角を S 造では 1/100, SRC 造・
RC 造では 1/200を考慮することとした。
. 耐震性能確保の目標
建築設備耐震対策の上で耐震性能確保を行うことは，
阪神・淡路大震災において，性能確保という課題が残っ
た。第一にライフライン確保である。そのためには，電
力・給水・ガス・排水等ライフラインにつながる都市イ
ンフラの性能確保が必須であることである。
建築設備の耐震安全性の目標として，「建築設備耐震
設計・施工1997年版」では，次のように述べてある。
◯中程度の地震（地表加速度がおおむね330ガル以下）
に対しては，建築設備に損傷がないこと。地震後の点検
後も支障なく機能確保が続けられること。
◯大程度の大地震動に対して，機器が脱落したり，移動
や転倒がなく，機能の確保又は機能の回復が可能であ
り，人命の安全が確保されていること。耐震性能目標を
確保するためには，建築構造体，建築非構造材との性能
上のバランスを考慮する必要がある。例えば，設計標準
震度のクラスを A クラスとしたとき，耐震性能上のグ
レードは通常 A グレードと設定することが多い。この
場合，地震階級が 6 強であったとしたとき（300～400
ガル程度），建築設備は中損の被害が生ずると想定され
る。この中損の意味は，機能上の被害が中程度であり機
能確保は難しい。専門技術者にﾖり補修する。そしてあ
る程度の補修期間を必要とする。震度階級 6 弱（250～
330ガル程度）では，耐震クラス A のとき機能確保上の
想定被害は軽損とみる。この軽損とは，軽微な損傷であ
り，大きな補修することなく，機能確保の復旧ができる
内容とする。地震の大きさと耐震機能グレードによる機
能上の被害については，表4 により示す。
耐震性能等確保のための措置として，第一には被害例
を分析し，その被害を生じた原因を確認することであ
る。第二は，機能上の想定被害により（S グレード，A
グレード，B グレード），適用項目を検討し，項目にも
とづいて確実な耐震上の措置を行うことである。表5
には，建築設備の耐震安全確保の措置（例）を示す。
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